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【手続補正書】
【提出日】平成21年9月28日(2009.9.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケーブル、特に光導波路（２）を電気機器に接続するための接続装置であって、ハウジ
ング（５）と、ケーブル螺合部（６）と、電気機器の、対応するソケット（８）内に差し
込むためのコネクタ（７）とが設けられており、ハウジング（５）が、ケーブル（２）を
導入するかもしくは貫通させるためのケーブル路（１０）を有しており、コネクタ（７）
が、少なくとも部分的にハウジング（５）内に保持されていて、ケーブル路（１０）内に
導入されたケーブル（２）のファイバもしくは心線に結合可能である形式のものにおいて
、ハウジング（５）が、２つの部分から形成されており、つまり、コネクタ（７）を収容
するための第１のハウジング部分（１１）と、ユニオンナット（１３）を有するケーブル
螺合部（６）に結合するための第２のハウジング部分（１２）とを有しており、第１のハ
ウジング部分（１１）の、第２のハウジング部分（１２）に対応配置された端部が、結合
領域（１４）を有しており、第１のハウジング部分（１１）が、第２のハウジング部分（
１２）に結合可能であり、かつ結合された状態で軸方向に移動可能であるように、結合領
域（１４）が形成されており、第２のハウジング部分（１２）に少なくとも１つのストッ
パが形成されており、第１のハウジング部分（１１）に少なくとも１つの対応ストッパが
形成されており、これによって、第２のハウジング部分（１２）と第１のハウジング部分
（１１）とが、規定された量だけ互いに軸方向に移動可能であることを特徴とする、ケー
ブルを電気機器に接続するための接続装置。
【請求項２】
　ケーブル、特に光導波路（２）を電気機器に接続するための接続装置であって、ハウジ
ング（５）と、ケーブル螺合部（６）と、電気機器の、対応するソケット（８）内に差し
込むためのコネクタ（７）とが設けられており、ハウジング（５）が、ケーブル（２）を
導入するかもしくは貫通させるためのケーブル路（１０）を有しており、コネクタ（７）
が、少なくとも部分的にハウジング（５）内に保持されていて、ケーブル路（１０）内に
導入されたケーブル（２）のファイバもしくは心線に結合可能である形式のものにおいて
、ケーブル螺合部（６）が、２つの部分から形成されており、つまり、雄ねじ山（３２）
を備えたスリーブ状の部分（３１）と、対応する雌ねじ山（２７）を備えた、スリーブ状
の部分（３１）にねじ被せ可能なユニオンナット（１３）とを有しており、ハウジング（
５）の、ケーブル螺合部（６）に対応配置された端部が、結合領域（３３）を有しており



(2) JP 2007-108741 A5 2009.11.12

、スリーブ状の部分（３１）が、結合領域（３３）に結合可能であり、かつ結合された状
態でハウジングとスリーブ状の部分（３１）とが、互いに相対的に軸方向に移動可能であ
るように、結合領域（３３）が形成されており、ケーブル螺合部（６）のスリーブ状の部
分（３１）に少なくとも１つのストッパが形成されており、ハウジング（５）の結合領域
（３３）に少なくとも１つの対応ストッパが形成されており、これによって、ハウジング
（５）とスリーブ状の部分（３１）とが、規定された量だけ互いに軸方向に移動可能であ
ることを特徴とする、ケーブルを電気機器に接続するための接続装置。
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